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 日本 では 、一 人 親家庭 にお ける 相 対的貧 困の 割合 が 過半数 を超 え、

O E C D 加盟国で最も高くなっている。  

貧困は子供の教育機会の制約となり、子供の、進路に影響を与える。

結果、子供の生涯賃金にも差が生じ、その子供にも教育を提供できない

という、貧困の連鎖が起こっているのだ。我々は貧困層への教育支援に

力を入れるべきだと考えた。  

我々は教育の中でも、学力に差が生じる小学校 4 年生ごろを重視し

た。この時期は、下校時間が早く、親の時間的な負担の増加する時期で

もある。その両面を補う役割として我々は学童施設に注目した。  

学童の現状としては「人」「金」「場所」の問題がある。「人」の問題

は学童を運営する管理者と子供の世話をする指導員両方の不足。「金」

の問題は利用者から料金を多く（徴収できない上に）とらないうえに、

国からの補助金も少ないことによる資金の不足。小学校併設の学校内学

童施設はすでに飽和状態であり、新しく新設できないという「場所」の

問題がある。以上より、我々は貧困家庭への学校外教育を充実させるた

めに「人」「金」「場所」問題の改善された貧困者がより利用しやすい学

童を作り出そうと考えた。  

我々の提案である『大学と S B 法人による学童保育プロジェクト』は

大学を舞台とする新しい学童保育事業である。本提案の特徴としては、

以下の 4 点である。第１に、貧困層の経済的負担軽減を目的とした、一

定所得までは料金が割り引かれる料金設定。第 2 に大学施設と大学生の

活用である。大学は設備として十分整っているうえに、空き教室が増え

る時間と学童の運営時間と一致する。また、大学生に講義の一環として

学習指導員として登用し、仕事としてではなく自身への教育、単位取得

の過程として参加してもらい人件費を発生させず運営を行う。  

第 3 に大学側がプロジェクトを作成し、公募でソーシャルビジネスに

興味のある S B 法人を募ることである。 S B 法人には設立資金の提供と企

画立案、大学側には学生の実践前教育と指導員管理施設の管理をそれぞ

れ担ってもらう。  

第 4 に提供サービスが多様な点である。託児のみを行う「託児コー

ス」、 1 0 歳の壁のような学習面での躓きを助ける「基礎学習コース」、そ

の大学にしか提供できない教育を行う「大学特別コース」、運営者が自

由に特徴的なサービスを提供できる「運営者特別コース」の 4 つのコー

スを利用者が選択できる。  

本学童施設が、貧困世帯の子供に不足している小学４年生前後の時期に

おける良質な学校外教育サービスを充実させ、教育格差が是正されるだ

けでなく、貧困の連鎖が断ち切られる一助となることを期待する。  
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1 - 1 日本の貧困の現状  

近年、日本国内の相対的貧困率が問題となっている。相対的貧困とは、所得

が国民の所得の中央値の半分以下の場合を指す（資料 1）。日本全体の相対的

貧困率は 1 5 . 7％であり、先進国の中でも高い数値である。そして、一人親家

庭に限定すると、相対的貧困率は 5 0 . 8％にまで跳ね上がる (資料 2 )。O E C D

加盟国で唯一の 5 0％超えであり、我々は日本の貧困の現状を非常に深刻だと

捉えた。では、一人親家庭の現状はどのようになっているのだろうか。  

1 - 2 一人親家庭の現状  

一人親世帯が貧困となる理由としてまず、賃金の少ない非正規雇用が多いこ

とがあげられる。一人親のうち就業している人の割合は 8 1 . 8％である。その

うち非正規雇用者は 4 3 . 8％である（資料 3）。多くの一人親が朝早くから夜遅

くまで仕事と育児の両立に追われている (資料 4 )。二つ目に、離婚により一人

親となった人のうち、養育費が貰えない人が多いことがあげられる。離婚が原

因で一人親となった人の割合は、約 8 0％である。そのうち、養育費を貰って

いない家庭は 5 7 . 1％となっている（資料 5、6）。非正規雇用により賃金が少

ないうえに、養育費も貰えないと、生活は苦しくなると推察される。そして、

こうした一人親の貧困は親自身が苦しいだけでなく、子供も困難に直面してし

まう。では、一人親の貧困は子供にどのような影響を与えているのだろうか。  

1 - 3 一人親の貧困が子供に与える影響  

 一人親の貧困が子供に与える影響として、親の多忙により子供と接する時間

が少ないこと、経済面での制約によって豊かな教育機会が与えられないことが

あげられる。我々はこのうち、子供に直接政策として働きかけることが可能な

教育を重視し、一人親の貧困と子供の教育や進路の関係について考察した。  

 まず、親の年収は子供の進路にも影響を与える。親の年収が高いほど子供は

大学進学を選択し、親の年収が低いほど就職を選ぶ傾向がある (資料 7 )。そし

て、子供の進路は、彼らの生涯賃金にも大きな影響を及ぼす。高卒と大卒では

生涯賃金に約 8 0 0 0 万円の差が生じる（資料 8）。  

貧困層の大学進学率が低い要因には、まず経済力不足により学費が払えない

ことがあるが、もう１つ要因がある。それは学力の不足である。というのも、

親の年収が低いほど、子供の学力が低くなるという調査結果がある（資料 9）。

所得が 2 0 0 万円以下の家庭と 1 0 0 0 万円以上の家庭ではそれぞれの科目の正

答率で約 2 0 ポイントの差がある。  

その背景として、年収が高いほど学校外の教育にお金をかけているという現

状がある（資料 1 0）。つまり親の貧困は子供の教育格差を生み、教育格差は子

供の学力に影響し、学力の低い子供は大学に進学できず将来貧困になる。そし
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て大人になり、また同じことが繰り返される。今の日本ではこのような貧困の

連鎖が起きているのである。  

 そして、この貧困の連鎖は社会にも経済的損失をもたらしている。日本財団

が 1 5 歳の一学年を対象に行った調査（資料 11）では貧困世帯が現状の進学

率、就職率のまま大人になった場合と、貧困世帯に何らかの教育政策を施し、

進学率、就職率が一般水準並みに改善すると仮定した場合の生涯所得や税収の

比較を行っている。その結果、進学率、就職率が改善すると、彼らの生涯所得

は 2 . 9 兆円、政府の税収は 1 , 1 兆円上昇するという推計が示された。これらの

考察から、我々は貧困の連鎖を断ち切るために、教育に力を入れるべきだと判

断した。  

1 . 4 必要な教育支援についての検討  

 貧困世帯の子供の学力向上のためには、どの時期のどのような教育機会に対

する支援が必要なのだろうか。一般的に学力に差が生じるのは 1 0 歳の時期と

いわれている。いわゆる『1 0 歳の壁』である（資料 1 2）。抽象的な概念や文

章問題の増加で難易度が上がり、躓く子供が多い。したがって、この時期の学

校外学習によるサポートが重要となる。  

 しかし、貧困世帯はこうしたサービスの利用が経済的に難しく、この年代の

託児、学校外学習への公的なサポートは不十分である。保育園通園期は子供を

夜まで預かってもらえるが、小学校に入ると授業が 1 5 時頃までには終わって

しまうため、その後の子供の世話、教育は一人親の家庭にとって深刻な問題と

なっている。いわゆる『小 1 の壁』である。小１の壁は親の就業問題として捉

えられることが多いが、同時にこの時期の子供への教育面のサポートの欠如も

表している。したがって我々は低所得者層の子供たちへの教育面でのサポート

としては小 4 前後の時期の学校外教育のサポートが重要であると考えた。  

 現状小学生の学校外教育をする場に「塾」と「学童」がある。ただし、塾は

貧困家庭にとっては経済的に重い負担となってしまう。その点学童は月々の費

用が安く貧困家庭でも活用しやすい。ただし学童にも様々な問題が存在する。  

1 . 5 学童の現状  

 学童は 5 年間で 2 割増えている。しかし、それ以上に学童利用者数は 4 割

も増えている (資料 1 3 )。結果、利用者の増加に対して施設の増加が追い付い

ていない。各施設の許容数は限界に近く、待機児童数は 1 . 7 万人から減ってい

ない。そのため、利用者は 1 ~ 3 年生が優先されており、我々が重要視する 4

年生以降の利用にはさらに高い壁が存在する。いわゆる『小 4 の壁』である。  

 学童の増加が追い付かない背景には｢人｣「金」「場所」の問題がある。｢人｣

の問題とは人員不足である。学童には子供の世話をする指導員と学童自体の運
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営をする管理者が必要であるが、その両方が不足している。指導員は子供を預

かる責任が重いにもかかわらず非正規での雇用が多く、経験や知識が充分に給

与に反映されていない。  

管理者については市町村や企業だけでは足りず、利用者の保護者から構成さ

れる、地域運営者委員会や父母会が運営に携わっている学童が 4 割ある (資料

1 4 )。子供を預かってもらいたい親が運営に参加しなければならない状況は大

きな負担となっている。  

 次に「金」の問題である。公立学童は利用者から多額の利用料をとらず、主

な資金源は公的な補助金である。しかし学童保育に対する年間の国庫補助金は

年々増加しているが、保育園への補助金に比べると 1 桁少ない。その結果、学

童指導員への報酬にも強い制約がかかり、彼らの半数が年収 1 5 0 万以下とな

っている。これは人手不足に拍車をかける要因にもなっている。  

 次に「場所」の問題である。学童の立地条件としては移動時の安全性に優れ

た学校内及び学校近くが好ましい。ただし、学校内学童施設数は既に多くが開

設済みであり、現在では全小学校の約 9 割が既に埋まっている (資料 1 5、1 6 )。  

２提案の着想  

以上の考察より、貧困家庭の小学生への学校外教育を充実させるために、学

童の｢人｣、｢金｣、｢場所｣問題を解決し、貧困層がより利用しやすい新しい学

童をつくりだす必要があると考えた。その新しい学童では、貧困家庭への料金

優遇措置は必須となる。しかし、この優遇措置は学童の｢金｣の問題がさらに

深刻化することを意味する。そのため新しい学童を考える上では、この｢金｣

の高いハードルのもと｢場所｣｢人｣の問題を解決する必要がある。  

まず場所の確保である。学童保育施設に求められる要素は｢開設維持コスト

を抑え、大人数に、継続的に、教育を提供｣である。我々はこの要素を満たす

施設について検討を重ねた。その結果、大学のキャンパスが最もふさわしいと

判断した。その根拠として、大学は大人数に継続的に教育する機関であるため、

開設コストを抑えることができるからである。そして大学側から見ても、大学

施設の学童開放は新たな有効活用手段である。  

次に人件費を抑えた人材の登用である。人件費の削減は料金優遇措置導入の

上で重要となる。我々は検討を重ねた結果、大学生を実践型講義の一環として

登用することがよいと考えた。これにより人件費のかからない、指導員を確保

できる。講義の一環ならば、大学側に厳格に管理された教育を大学生が施すこ

とができる。また大学生は小学生と年齢が近いため、小学生が親しみやすい。  

以上から我々はキャンパスを有する大学が学童保育プロジェクトを企画する

ことがよいと考えた。しかし大学は場所、指導員人材を用意できるが、プロジ
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ェクト実行を阻む大きな障壁が存在する。それがプロジェクトを管理、運営す

る人材に乏しい点である。そのため管理人材は外部から集める必要があると考

えた。この管理人材がプロジェクトに参加することで、大学と管理人材の協力

体制が完成する。では、このプロジェクトに誰が管理人材として参加してくれ

るだろうか。我々はソーシャルビジネス (以下 S B )に興味のある人であれば、

このプロジェクトに意欲的だと考えた。その根拠としてこの学童プロジェクト

は、学童を通じて貧困問題の解消を目指す S B であるといえるからである。  

以上の着想から、大学と S B に興味のある管理人材 (以下 S B 法人 )との協力

体制による、学童保育プロジェクトの具体的な形を検討し、提案に至った。  

3 我々の提案：｢大学と S B 法人による学童保育プロジェクト運営｣  

3‐1  提案の概要  

我々の提案は大学と S B 法人との協力によって、大学キャンパス内で行われ

る、新しい学童保育事業である (資料 1 7 )。大学は、学童に必要な施設として

学内施設を、指導員に必要な人員として、学生を提供する。S B 法人は、経営

管理人材と資金を提供する。学生は実践教育の一環として、このプロジェクト

に参加する。利用者は、所得に応じて優遇料金で利用できる。大学の協力者と

なる S B 法人については公募を行う。教育内容は、大学と S B 法人の特徴を活

かしたものを提供する。この提案によって、貧困世帯の小学生に、優良な学校

外教育を提供し、貧困の連鎖を断ち切ることを目指す。  

3‐2  提案の特徴  

本提案の特徴としては、（１）料金設定（２）大学施設と大学生の活用（３）

運営体制に関して（４）学童の授業内容、の４つにある。  

（１）料金設定  

料金設定に関しては、一定所得までは所得に応じて料金が割り引かれ、それ

を超えた所得の家庭は正規の料金となる（資料 1 8）。この料金システムにより、

低所得者に対して負担なく利用できる、優良な学校外サービスを提供する。一

方で、一定以上の所得の世帯では定額料金以上の金額を支払うことなく、正規

料金でこの学童施設を利用することができる。  

（２）大学施設と大学生の活用  

学童施設の場所としては、大学の空き施設を利用する。前節までで述べたよ

うに、学童施設の場所は、飽和状態でありこの点を解決できる場所が大学の空

き施設である。また学童の利用時間と大学の空き教室が増える時間のタイミン

グが一致するため、施設設備が整っている大学施設を利用するべきである。  

さらに、学童運営で負担となる人件費は、大学生を指導員として迎えること

で解決しようと考えた。大学生に仕事としてではなく、自身への教育単位取得
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の過程として参加してもらうことで、人件費を抑えて運営できると考えた。  

（３）運営体制に関して    

運営体制に関しては、大学側がプロジェクトを立ち上げ、公募で S B 法人を

募集し協力して運営する。運営の中心となる S B 法人は、設立資金の提供と企

画立案を担い、大学側は学生の実践前教育と、指導員と施設の管理を行う。  

公募による選定過程では、資金面と事業内容についての提案書を提出しても

らい、その内容を踏まえ選定する。募集者には、設立に十分な資金がある上で、

学童プロジェクトに明確なプランがある方を募集する。資金がない場合は、ク

ラウドファンディング設立によって資金を調達し、運営することも可能とする。  

（４）提供するサービスについて  

学童の提供サービス内容に関しては、託児のみを扱う「託児コース」、小学

生の国語、算数などを教える「基礎学習コース」、利用する大学各自が設定で

きる「大学特別コース」、 S B 法人がデザインする「運営者特別コース」の４

つのコースに分け利用者が選択し受けることができる (資料 1 9 )。これによっ

て、利用者の教育サービスに対する多様なニーズに対応できるようにする。か

つ、用いる人材の特徴が活かされたものを提供できるようにする。  

そして、各コースの狙いとしては、「基礎学力コース」では、 1 0 歳の壁のよ

うな学習面での躓きを助ける目的がある。「大学特別コース」では、その大学

にしか提供できない教育サービスを通して地域貢献をすると同時に、大学の特

徴をアピールできるという目的がある。「運営者特別コース」に関しては、運

営者に自由にサービスを提供してもらうことで他の施設との差別化をはかると

ともに、学童プロジェクトへの参加意欲を高める狙いがある。  

4 提案の有効性の検証とまとめ  

我々は実際に都内 3 つの学童保育に訪問し、提案についてご意見を頂いた

(資料 2 0 )。その中で移動時の安全確保に課題はあるが、大学や大学生を活用

することは新しい活路になりうるとのご意見を頂けた。また 4 つのコースを用

意することは、教育の多様さを求める親御さんに対して大きな売りになると好

評を頂いた。  

 さらに、提案の実現性を確かめるために、東京経済大学のケースについて考

察した (資料 2 1 )。大学生の登用によって人件費を大きく削減できるため、貧

困家庭への優遇料金を導入しても利益を見込めると実感が得られた。  

 我々の提案には事業の継続性や子供の安全確保について課題が残っている。

しかし、このプロジェクトによって学童を充実させ、貧困家庭の新たな放課後

教育の選択肢を提供し、貧困の連鎖の解消に貢献することを期待する。  
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資料１ 相対的貧困線について  

 

出典 厚生労働省「平成 2 7 年国民生活基礎調査」に基づいて筆者作成  

 

資料 2 日本とひとり親世帯の相対的貧困率の推移  

 

出典 厚生労働省「平成 2 8 年国民生活基礎調査」に基づいて筆者作成  
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資料 3 ひとり親の雇用形態内訳  

 

出典 厚生労働省「平成 2 8 年全国ひとり親世帯調査結果報告」に基づいて筆

者作成  

 

資料 4 シングルマザーの一日  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知人のシングルマザーに行った聞き取り調査に基づいて筆者作成  
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資料 5 ひとり親になる理由とその内訳  

母子 父子

離婚 79.5 75.6

死別 8 19

その他 12.5 5.4

ひとり親になる理由

 

出典 厚生労働省「平成 2 8 年全国母子世帯等調査」に基づいて筆者作成  

 

資料 6 ひとり親の養育費の取り決めの有無  

 

出典 厚生労働省｢平成 2 8 年全国ひとり親世帯調査結果報告｣に基づいて筆者

作成  
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資料７ 親の年収と進路の関係  

 

出典 東京大学大学院教育学研究科大学経営・政策研究センター「高校生の進

路追跡調査第 1 次報告書」（2 0 0 7 年 9 月）に基づいて筆者作成  

 

資料 8 高卒と大卒での生涯賃金差  

 

出典 「ユースフル労働統計 2 0 1 8」生涯賃金に関する指標に基づいて筆者作

成  
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資料 9 親の年収と学力の関係  

 

出典 文部科学省「お茶の水女子大学委託研究  2 0 0 9」に基づいて筆者作成  

 

資料 1 0 親の年収と学校外教育費  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典 文部科学省「平成 2 8 年度子供の学習費調査」に基づいて筆者作成  
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資料 11 子供の貧困が社会に与える経済的損失について  

 

出典  日本財団「子供の貧困の社会的損失推計レポート  2 0 1 5」に基づいて

筆者作成  
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資料 1 2 1 0 歳の壁  

 

出典 日本財団「2 0 1 7 年度家庭の経済格差と子どもの認知・非認知能力格差

の関係分析」に基づいて筆者作成  

 

資料 1 3 学童施設数、登録児童数の推移  

 

出典 厚生労働省「平成 3 0 年放課後児童健全育成事業の実施状況」に基づい

て筆者作成  

 



 

 

19 

 

 

資料１４ 学童保育の運営主体と割合  

 

出典 全国学童保育連絡協議会「2 0 1 8 年  学童保育の実施状況調査結果」より

引用  

 

資料 1 5 学校内学童施設数の推移  

 

出典 全国学童保育連絡協議会「学童保育実態調査」 ( 20 1 3 年～ 2 01 8 年 )に基

づいて筆者作成  
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資料 1 6 学校内学童施設数と小学校比較  

 

出典 全国学童保育連絡協議会「 20 1 8 年学童保育実態調査」  

文部科学省「 20 1 9 年度文部科学統計要覧」に基づいて筆者作成  
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資料 1 7 提案の概要図  

 

 

 

筆者作成  
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資料 1 8 所得に応じた変動制料金イメージ図  

 

 

筆者作成  

資料 1 9 学童のコースごとのサービス内容  

 

 

 

 

筆者作成  
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資料 2 0 実地調査  インタビュー内容まとめ  

アウラ国分寺へのインタビュー  

*アウラ国分寺…東京都国分寺市内にあり、民間の小学生放課後預かり事業を

行っている  

１． 日時：2 0 1 9 年 9 月 1 9 日（木）  

 

２． 対象：アウラ国分寺職員さん  

 

３． インタビューの目的  

実際に現場で働いている人の声を聞き、自分たちの提案がより有効なものに

すること  

 

４． ご意見  

( 1 )学童の現状について  

国分寺市の場合、全入なので教室に 1 0 0 人以上の生徒が在籍している場合

もあり、生徒一人一人の面倒を見切れていない。教育熱心な親御さんや料金よ

り内容という考えの親御さんに民間の学童は選んでいただいている。  

 

( 2 )業界内での困っていること  

人材不足。特に公立は人を確保できていない。働く母親が増え、学童に通う

子供が急激に増えており、指導員の人数が追い付いていない。  

 

( 3 )大学生が働くことに対してどのように感じるか  

大学生は生徒と年が近く、生徒が親近感を持ちやすく寄り添いやすい傾向に

ある。  

 

 

本多児童館へのインタビュー  

*本田児童館…東京都国分寺市にある学童施設  

１． 日時：2 0 1 9 年 9 月 2 6 日（木）  

 

２． 対象：本多児童館館長の遠藤さん  

 

３． インタビューの目的  
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 学童の現状についての情報収集と自分たちの提案に対しての意見をいただく

こと  

 

４．ご意見  

（１）学童を運営するうえでとにかく気を付けていること  

 預かる生徒の安全面。おやつの提供の際、アレルギーに関しては 2 . 3 人で確

認し万一がないようにしている。  

（２）学童運営をしていくうえでのアドバイス  

 保険をかけたほうが良い。保険は子供を守るためでもあるが自分たちを守る

ためでもあるので、必須だとおもう。  

 

5 .提案に対しての感想  

 生徒にとって大学生は年が近く、親しみやすいので良いと思う。ただ、大学

への移動中に怪我等をしないか、不審者に出くわして危険な目に合わないかが

心配。また、生徒の中には遅れのある子や、障害を持っている子どもに対して

の配慮が必要と感じた。  

 

世田谷和光小学校学童クラブへのインタビュー  

*世田谷和光小学校学童クラブ…世田谷区の私立和光小学校内にある、学童ク

ラブ。和光小学校に通う子供の父母および指導員によって運営されている  

１． 日程：2 0 1 9 年 9 月 2 6 日（木）  

 

２． 対象：世田谷和光小学校学童クラブの大久保さん  榎本さん  

 

３． インタビューの目的  

 学校内に構えている学童の現状について情報収集を行い、自分たちの提案に

対する意見をいただくこと  

４． ご意見  

（１）  学童運営について  

 父母の会で運営しており、予算決済などを行っている。自分たちが経営者と

いう意識により問題解決がスムーズに行える点が利点である。  

 

（２）  大学生が指導員を務めることに対して  

 子供と年が近いからとても良い。責任者を 1 名、大学生を統率するために確
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保することが必要だと感じた。  

 

（３）  提案に対して  

 運営者は保育園も併設されている大学が良い。統率できる人は確保する必要

がある。実用化すれば場所不足の問題は解決できそう。  

筆者作成  

資料 2 1 事業計画書  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

筆者作成  
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資料 2 2 事業計画書  収入 想定金額  

所得 割合 人数 料金（円）  

10 0 万円以下世帯  6.6 %  20  500 0  

20 0 万円以下世帯  12. 7%  38  500 0  

30 0 万円以下世帯  13. 9%  42  100 00  

40 0 万円以下世帯  13. 3%  40  150 00  

補足 

※国分寺市の定員を超えた児童が、我々の学童に全て入ることを想定  

※定員を超えた人数は、 30 3 人  

※料金は所得によって変動するため、所得の段階別割合を使用  

※この割合は、全国の世帯別段階所得（資料 2 3）を使用した。  
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資料 2 3 世帯別段階所得  

 

出典 厚生労働省「平成 2 9 年所得の分布状況」に基づいて筆者作成  


